
※町税収入のうち、個人町民税と固定資産税（土地・家屋
　43億4,948万円）を人口で割ったもの。

平成28年度一般会計で町民一人当たりに
使われたお金　36万6,908円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）平成28年度末

借　金
（町債残高）平成28年度末

46億2,389万円

161億 7,751万円

平成28年度町民一人当たり
に換算した町税収入

11万3,098円

39万5,693円

10万6,386円（円未満四捨五入）

民生費
54億2,529万円

36.2%

民生費
54億2,529万円

36.2%

教育費
12億7,710万円

8.5%

教育費
12億7,710万円

8.5%

公債費
12億4,820万円

8.3%

公債費
12億4,820万円

8.3%

総務費
18億4,024万円

12.3%

総務費
18億4,024万円

12.3%

衛生費
10億973万円
6.7%

商工費
1億7,460万円 1.2%

その他
1億 2,672万円 0.8%

消防費
14億7,024万円

9.8%

消防費
14億7,024万円

9.8%

土木費
11億4,991万円

7.7%

土木費
11億4,991万円

7.7%

災害復旧費
9億3,265万円
6.2%

農林水産業費
3億4,598万円
2.3%

町民一人当たり

町民一人当たり

民生費

平成28年度

※人口については、平
成29年３月31日現在
の人口（40,884人）で
計算しています。

総務費

公債費 土木費

消防費

衛生費

商工費 その他

教育費

災害復旧費 農林水産業費

３０，５３０円３０，５３０円

２４，６９７円２４，６９７円

３，１００円３，１００円

１３２，７００円１３２，７００円 ４５，０１１円４５，０１１円 ３５，９６１円３５，９６１円

３１，２３７円３１，２３７円 ２８，１２６円

８，４６３円８，４６３円

４，２７１円４，２７１円

２２，８１２円２２，８１２円

町税
65億1,723万円

40.4%

町税
65億1,723万円

40.4%

繰入金
7億866万円
4.4%

繰入金
7億866万円
4.4%

地方交付税
6億7,411万円 4.2%

町債
14億6,260万円

9.1%

町債
14億6,260万円

9.1%

地方譲与税
1億9,602万円
1.2%

地方消費税交付金
6億9,821万円
4.3%

国庫支出金
27億4,143万円

17.0%

県支出金
14億7,740万円

9.2%

その他（依存財源）
1億158万円
0.6%

その他（自主財源）
1億4,430万円 0.9%

繰越金
7億8,779万円

4.9%

繰越金
7億8,779万円

4.9%

使用料・手数料
1億6,579万円 1.0%

分担金・負担金
3億6,293万円

2.2%
財産収入
1億253万円 0.6%

自主財源
87億8,923万円

54.4%

自主財源
87億8,923万円

54.4%

依存財源
73億5,135万円

45.6%

依存財源
73億5,135万円

45.6%
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問
財
政
課　
財
政
係　
☎（
２
３
２
）２
１
３
０

平
成
２８
年
度
決
算
に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
や
交
付
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
端
数
調
整
の
た
め
、
内
訳
と
グ
ラ
フ
の
数
値
が
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

決算

町税の内訳
固定資産税 34億9,468万円 53.6%

うち土地  8億4,358万円
うち家屋 14億5,887万円
うち償却資産 11億5,814万円
うち交付金 3,409万円

個人町民税 20億4,703万円  31.4%
法人町民税 5億393万円      7.8%
町たばこ税 3億6,620万円      5.6%
軽自動車税 1億539万円 1.6%

その他（依存財源）の内訳
地方特例交付金 3,594万円
自動車取得税交付金 1,719万円
ゴルフ場利用税交付金 1,277万円
配当割交付金 1,099万円
交通安全対策特別交付金 915万円
株式等譲渡所得割交付金 804万円
利子割交付金 474万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 276万円

その他（自主財源）の内訳
諸収入 1億385万円
寄附金 4,045万円

その他の内訳
議会費 1億2,373万円
労働費 299万円 （ ）

161億4,058万円
（前年度比18億5,320万円増）

150億66万円
（前年度比15億107万円増）

一般会計

歳入
一般会計

歳出

○
歳
出

　
歳
出
を
目
的
別
に
み
る
と
、
民
生
費
が
54
億

２
，
５
２
９
万
円
で
全
体
の
36
・
２
％
を
占
め

て
最
も
多
く
、
次
い
で
総
務
費
が
18
億
４
，
０

２
４
万
円（
12
・
３
％
）、
消
防
費
が
14
億
７
，

０
２
４
万
円（
９
・
８
％
）、
続
い
て
教
育
費
、

公
債
費
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
総
額
を
、
平
成
29
年
３
月
31
日
現
在
の

人
口
４
０
，
８
８
４
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人

あ
た
り
36
万
６
，
９
０
８
円
が
使
わ
れ
た
計
算

に
な
り
ま
す
。

　
次
の
ペ
ー
ジ
で
、
平
成
28
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

　
平
成
28
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入

が
１
６
１
億
４
，
０
５
８
万
円
、
歳
出
が
１
５

０
億
６
６
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引

く
と
11
億
３
，
９
９
２
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。
こ
の
う
ち
５
億
９
４
０
万
円
は
平
成
29

年
度
に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
費
に
充
て
る
た

め
、
実
際
に
は
６
億
３
，
０
５
２
万
円
の
黒
字

で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ

る
基
金
は
１
億
７
，
５
６
５
万
円
減
少
し
て
46

億
２
，
３
８
９
万
円
に
、
町
の
借
金
で
あ
る
町

債
は
３
億
５
，
２
６
３
万
円
増
加
し
て
１
６
１

億
７
，
７
５
１
万
円
に
な
り
ま
し
た
。

○
歳
入

　
歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確

保
す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国

県
支
出
金
な
ど
国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付

さ
れ
る
「
依
存
財
源
」
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　
「
自
主
財
源
」
は
全
体
の
54
・
４
％
で
、
そ

の
主
な
も
の
は
町
税
65
億
１
，
７
２
３
万
円
、

繰
越
金
７
億
８
，
７
７
９
万
円
、
繰
入
金
７
億

８
６
６
万
円
、
分
担
金
・
負
担
金
３
億
６
，
２

９
３
万
円
な
ど
で
す
。

　
一
方
「
依
存
財
源
」
は
全
体
の
45
・
６
％
で
、

国
庫
支
出
金
27
億
４
，
１
４
３
万
円
、
県
支
出

金
14
億
７
，
７
４
０
万
円
、
町
債
14
億
６
，
２

６
０
万
円
、
地
方
消
費
税
交
付
金
６
億
９
，
８

２
１
万
円
、
地
方
交
付
税
６
億
７
，
４
１
１
万

円
な
ど
で
す
。

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況
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土地取得
特別会計

歳入 1億6,973万円 介護保険
特別会計

歳入 22億6,466万円

歳出 1億6,973万円 歳出 21億   496万円

国民健康保険
特別会計

歳入 42億9,872万円 後期高齢者医療
特別会計

歳入 3億1,219万円

歳出 40億9,846万円 歳出 3億   391万円

　
平
成
28
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率
か
ら
地
方
公

共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の
様
子
を
と
ら

え
、
早
い
う
ち
か
ら
健
全
化
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
】

　
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
～
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
平
成
28
年
度
は
約
84
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率 

　
一
般
会
計
等（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）の

実
質
赤
字
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度

は
約
６
億
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、

実
質
赤
字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

お
よ
び
公
営
企
業
会
計（
下
記
対
象
範
囲

参
照
）を
連
結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で

す
。
当
年
度
は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実

質
黒
字
で
あ
り
、
連
結
で
約
11
億
円
の
実

質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
、
そ
の
他
の
特
別

会
計
の
公
債
費
な
ど
を
加
え
た
比
率
を
い

い
ま
す
。
当
年
度
は
９
・
２
％
と
な
り
ま

し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　
地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

当
年
度
は
10
・
２
％
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
28
年
度
の
主
な
事
業
内
容

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態

 
 

 
 

 
 

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

特別会計
一般会計の他、４つの特別会計の決算は次のとおりです。

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準

❶実質赤字比率 － 13.66% 20.00%

❷連結実質赤字比率 － 18.66% 30.00%

❸実質公債費比率 9.2% 25.0% 35.0%

❹将来負担比率 10.2% 350.0%

資金不足比率 経営健全化基準

❶下水道事業会計 － 20.00%

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は「早
期健全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標のうち、
いずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」とされ、
財政再生計画を定めなければなりません。

※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったものです。

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経営健
全化団体」とされ、経営健全化計画を定めなければな
りません。

※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となっ
たものです。

「平成28年度 決算審査」
　町監査委員からは、決算などの審査の結果、

「審査に付された各指標と算定の基礎となる
事項を記載した書類は、いずれも適正に作成
されている。各指標を見る限り、数値に多少
の増減はあるものの、町の財政状況は健全段
階にあるといえる。しかし、平成28年熊本
地震からの復旧・復興事業による基金残高の
減少および地方債残高の増加も見受けられる
ことから、今後の経過についても注視してい
く」との意見がありました。

会計等の名称 健全化判断比率

一般会計等

一般会計 実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率 実

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

土地取得特別会計

公営事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計 下水道事業会計
資
金
不
足

比
率

一部事務組合
・広域連合

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

【健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲】 【資金不足比率】
　公営企業の資金不足を料金収入などの規模
と比較したものです。下水道事業会計は実質
黒字となったため、資金不足比率はありませ
ん。

民
生
費

　
社
会
福
祉
、
老
人
福
祉
、
障
が
い
者
福

祉
、
児
童
福
祉
、
児
童
手
当
、
ひ
と
り
親

家
庭
・
寡
婦
対
策
、
保
育
所（
私
立
を
含

む
）の
運
営
な
ど
に
43
億
９
，
５
０
４
万

円
支
出
し
ま
し
た
。
う
ち
、
熊
本
地
震
関

連
で
は
、
災
害
見
舞
金
や
被
災
住
宅
の
応

急
修
理
補
助
金
な
ど
合
わ
せ
て
１
億
７
，

４
２
４
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
３

億
５
，
７
１
６
万
円
、
介
護
保
険
特
別
会

計
へ
２
億
９
，
２
８
８
万
円
繰
り
出
し
、

後
期
高
齢
者
医
療
対
策
と
し
て
広
域
連
合

へ
の
負
担
金
と
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金
合

わ
せ
て
３
億
８
，
０
２
１
万
円
支
出
し
ま

し
た
。

総
務
費

　
各
地
区
施
設（
放
送
施
設
、
街
灯
な
ど
）

の
整
備
、
交
通
安
全
対
策
、
防
犯
灯
の
設

置
、
町
内
巡
回
バ
ス
の
運
行
、
電
算
シ
ス

テ
ム
の
運
用
、
土
地
取
得
特
別
会
計
へ
の

繰
出
金
な
ど
に
15
億
２
，
９
４
７
万
円
支

出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
財
政
調
整
基
金
積
立
金
と
し
て

３
億
１
，
０
７
７
万
円
積
み
立
て
ま
し
た
。

消
防
費

　
菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と
し
て
３

億
２
，
１
１
６
万
円
支
出
し
、
消
防
団
活

動
、
各
地
区
消
防
施
設
の
整
備
な
ど
に
７
，

４
４
６
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
損
壊
家
屋
解
体
撤
去
費
、
災
害

ご
み
処
理
委
託
費
や
避
難
所
運
営
費
な
ど

の
熊
本
地
震
関
連
で
10
億
７
，
４
６
２
万

円
支
出
し
ま
し
た
。

教
育
費

　
菊
陽
北
小
学
校
増
築
事
業
の
工
事
費
と

し
て
１
億
６
，
６
６
８
万
円
、
武
蔵
ヶ
丘

中
学
校
改
修
事
業
の
工
事
費
と
し
て
１
億

９
９
９
万
円
、
各
小
中
学
校
の
運
営
費
、

外
国
青
年
招
致
事
業
、
幼
児
教
育
な
ど
に

７
億
７
，
６
８
６
万
円
、
図
書
館
や
生
涯

学
習
施
設
の
運
営
、
生
涯
学
習
、
青
少
年

育
成
、
文
化
振
興
、
人
権
教
育
・
啓
発
の

推
進
な
ど
の
社
会
教
育
費
に
２
億
４
５
３

万
円
、
社
会
体
育
に
１
，
９
０
４
万
円
支

出
し
ま
し
た
。

土
木
費

　
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
５
億
８
０

２
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
２
億
８
，

０
２
６
万
円
支
出
し
、
公
共
下
水
道
事
業

分
と
し
て
３
億
６
，
１
６
３
万
円
繰
り
出

し
ま
し
た
。

衛
生
費

　
子
ど
も
医
療
費
助
成
、
予
防
接
種
、
健

康
相
談
、
集
団
検
診
、
清
掃
費
な
ど
に
７

億
４
，
３
１
４
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊

池
環
境
保
全
組
合
に
２
億
３
，
５
３
８
万

円
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池
広

域
連
合
に
３
，１
２
１
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

災
害
復
旧
費

　
平
成
28
年
熊
本
地
震
の
復
旧
事
業
費
と

し
て
、
小
・
中
学
校
復
旧
に
４
億
３
，
７

０
１
万
円
、
道
路
復
旧
に
１
億
９
１
４
万

円
、
農
林
業
施
設
や
各
町
民
セ
ン
タ
ー
な

ど
の
復
旧
に
２
億
３
，
７
５
７
万
円
、
被

災
農
業
者
向
け
経
営
体
育
成
支
援
事
業
に

１
億
４
，
８
９
３
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

農
林
水
産
業
費

　
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
３
億
１
，
９

６
１
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
農

業
集
落
排
水
事
業
分
と
し
て
２
，
６
３
７

万
円
繰
り
出
し
ま
し
た
。

商
工
費

　
商
工
・
観
光
振
興
に
４
，
１
１
５
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
企
業
誘
致
費

と
し
て
１
億
３
，
３
４
５
万
円
を
支
出
し

ま
し
た
。

◦被災者支援
災害廃棄物等処理事業
� 9億5,426万円
被災農業者向け経営体育成支援事業
� 1億4,893万円
被災住宅応急修理補助
� 1億2,331万円
避難所運営・災害対策本部など
� 1億501万円

◦災害復旧事業
小学校災害復旧事業
� 2億8,385万円
中学校災害復旧事業
� 1億5,316万円
道路災害復旧事業
� 1億914万円

〈主な事業〉（抜粋）

平成28年熊本地震からの
復旧・復興事業費
総額 22億697万円
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問
下
水
道
課　
業
務
係　
☎（
２
３
２
）２
１
６
４

平
成
28
年
度
下
水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
状
況
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。
下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
公
共
下
水
道
事
業
と
農

業
集
落
排
水
事
業
の
二
つ
の
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

決算

　
菊
陽
町
の
下
水
道
事
業
の
普
及
率
は
、

公
共
下
水
道
事
業
、
農
業
集
落
排
水
事
業

合
わ
せ
て
平
成
28
年
度
末
で
99
・
９
％
に

な
り
、
県
内
で
最
も
高
い
普
及
率
で
す
。

し
か
し
、
敷
設
後
40
年
以
上
が
経
過
し
、

経
年
劣
化
し
て
い
る
汚
水
管
も
あ
り
ま
す

の
で
、
下
水
道
施
設
の
効
率
的
な
維
持
や

更
新
に
重
点
を
置
き
、
施
設
の
延
命
化
を

図
っ
て
い
ま
す
。

経
理
の
状
況

　
２
，
３
０
５
万
円
の
純
利
益
と
な
り
ま

し
た
が
、
使
用
料
だ
け
で
は
全
て
の
経
費

を
賄
え
な
い
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
収
益

的
収
入
と
資
本
的
収
入
を
合
わ
せ
て
４
億

４
，
０
２
０
万
円
を
繰
り
入
れ
ま
し
た
。

事
業
の
概
要

◦
汚
水
管
の
整
備
は
土
地
区
画
整
理
事
業

地
区
の
整
備
な
ど
計
22
件
の
工
事
を
行

い
ま
し
た
。

◦
雨
水
対
策
は
土
地
区
画
整
理
事
業
地
区

や
花
立
地
区
の
整
備
な
ど
３
件
の
工
事

を
行
い
ま
し
た
。

◦
長
寿
命
化
対
策
は
南
八
久
保
・
向
陽

台
地
区
の
汚
水
管
更
生
工
事
や
マ
ン

ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
の
更
新
工
事
な
ど
４
件

を
行
い
ま
し
た
。

用
語
説
明

〇
収
益
的
収
支

他
会
計
負
担
金　
一
般
会
計
が
負
担

す
る
雨
水
処
理
に
必
要
な
経
費

他
会
計
補
助
金　
営
業
助
成
の
た
め

の
一
般
会
計
か
ら
の
補
助
金

長
期
前
受
金
戻
入　
施
設
建
設
の
た

め
の
過
年
度
の
収
入
を
後
年
度
で

均
等
に
受
け
入
れ
る
た
め
の
科
目

維
持
管
理
費　
汚
水
管
・
雨
水
管
や

マ
ン
ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
な
ど
の
補
修
、

清
掃
な
ど
維
持
管
理
に
必
要
な
経

費
支
払
利
息　
下
水
道
施
設
建
設
借
入

金
の
利
子

〇
資
本
的
収
支

他
会
計
出
資
金　
一
般
会
計
か
ら
の

出
資
金

他
会
計
負
担
金　
一
般
会
計
が
負
担

す
る
雨
水
対
策
事
業
費

他
会
計
補
助
金　
汚
水
対
策
の
整
備

事
業
に
対
す
る
一
般
会
計
か
ら
の

補
助
金

受
益
者
負
担
金　
都
市
計
画
法
に
基

づ
き
、
下
水
道
を
整
備
す
る
こ
と

で
利
益
を
受
け
る
人
に
建
設
費
の

一
部
を
負
担
し
て
も
ら
う
も
の

交
付
金　
施
設
の
建
設
や
整
備
の
た

め
の
国
土
交
通
省
の
補
助
金

■
熊
本
地
震
に
よ
る
災
害
対
応

　
地
震
直
後
は
、
停
電
に
よ
り
マ
ン
ホ
ー

ル
ポ
ン
プ
な
ど
が
動
か
な
く
な
っ
た
た
め
、

発
電
機
に
よ
る
緊
急
対
応
を
行
っ
て
い
ま

す
。

　
な
お
、
管
路
の
調
査
を
行
い
ま
し
た
が
、

下
水
管
の
破
断
や
閉
塞
な
ど
下
水
管
の
機

能
が
失
わ
れ
る
な
ど
の
大
き
な
被
害
は
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
。

そ
の
他

損
益
勘
定
留
保
資
金　
収
益
的
支
出

の
う
ち
減
価
償
却
費
な
ど
は
現
金

支
出
を
伴
わ
な
い
た
め
、
そ
の
資

金
を
資
本
的
収
支
で
不
足
す
る
額

の
補ほ

填て
ん
に
使
う

水
洗
化
率　

下
水
道
を
利
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
人
口
の
う
ち
、
実

際
に
下
水
道
へ
の
接
続
工
事
を
行

い
利
用
し
て
い
る
人
口
の
割
合
で
、

整
備
さ
れ
た
下
水
道
の
利
用
状
況

を
示
す

年
間
有
収
水
量　
下
水
道
使
用
料
の

徴
収
対
象
と
な
っ
た
水
量

使
用
料
回
収
率　
汚
水
処
理
に
必
要

な
費
用
を
使
用
料
で
回
収
で
き
て

い
る
割
合

一
般
家
庭
使
用
料　
ひ
と
月
に
20
立

方
㍍
使
っ
た
場
合
の
下
水
道
使
用

料

■業務の状況（平成28年度末）

項目 公共下水道事業 農業集落排水事業

水洗化人口 38,883人 715人

水洗化世帯数 15,702世帯 268世帯

水洗化率 96.7％ 94.6％

年間有収水量 6,442,992㎥ 78,730㎥

使用料回収率 94.9％ 65.4％

一般家庭使用料
（全国平均）

1,990円
（2,743円）

1,990円
（3,171円）

6億3，770万円

下水道を維持管理するための経費とその財源（税抜き）下水道施設を整備・拡充するための経費とその財源（税込み）

※公共下水道事業は2,019万円（税抜き）、農業集落排水事業は286万円（税抜き）の純利益となり、
合わせて2,305万円（税抜き）の純利益となりました。

※不足額は、損益勘定留保資金などで補填
しました。

13億43万円 13億2,348万円9億9，761万円 収入

施設整備などの費用
3億8,579万円

借入金償還元金
6億1,182万円

施設建設のための借入金
3億4,010万円

他会計出資金　1億2,790万円

他会計補助金　　 6,244万円

負担金など　　　 2,818万円
交付金　　　　　 7,908万円

不足額
3億5,991万円

維持管理費など
4億3,538万円

支払利息
1億7,952万円

減価償却費
6億8,553万円

純利益  2,305万円

下水道使用料
7億338万円

他会計負担金　1億4,103万円

他会計補助金　　1億883万円

その他の収益　　  　604万円

長期前受金戻入
（現金を伴わない収入）
3億6,420万円

留保資金

収益的収支資本的収支

支出 支出 収入

ほ てん

平成28年度
下水道事業

雨水管の整備（三里木付近）

経
営
の
健
全
化
を
図
る
た
め
、

地
方
公
営
企
業
法
の
財
務
規
定
を

適
用
し
て
い
ま
す
。
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